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規 則

北海道税条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２０年７月１１日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第７７号

北海道税条例施行規則の一部を改正する規則
北海道税条例施行規則（昭和２９年北海道規則第９８号）の一部を次のように改正する。
第１４条第２項中「第４２条第１２項」を「第３６条の２第３項、第３６条の３第３項、第４２条第１２
項、第４２条の２第３項及び第４２条の３第３項」に改める。
第１４条の３の見出し中「取消し」を「取消し等」に改め、同条中「第４２条第１２項」を「第

３６条の２第４項、第３６条の３第４項、第４２条第１２項、第４２条の２第４項及び第４２条の３第４
項」に改め、同条に次の１項を加える。
２ 政令第９条の９の８第１項の規定による同項各号に掲げる場合に該当する旨の通知、政
令第９条の９の９第１項の規定による同項各号に掲げる場合に該当する旨の通知、政令第
３２条の４第２項の規定による同項各号に掲げる場合に該当する旨の通知又は政令第３２条の
５第２項の規定による同項各号に掲げる場合に該当する旨の通知は、別記第４号様式の４
の２によってするものとする。
第３９条の２の見出し及び同条第１項、第３９条の３の２の見出し、第３９条の４（見出しを含
む。）並びに第３９条の５の見出し並びに同条第１項及び第２項中「法人等」を「法人」に改
める。
第４３条の２第１項中「第４４条の２第７項」を「第４４条の２第６項」に改め、同条第２項中
「第４４条の２第８項」を「第４４条の２第７項」に、「同条第１０項」を「同条第９項」に改め、
同条第４項中「第４４条の２第５項」を「第４４条の２第４項」に改め、同条第５項中「第４４条
の２第９項」を「第４４条の２第８項」に改める。
第４９条の７第２項第５号中「第１１条第８項」を「第１１条第６項」に改める。
附則第８項中「第４４条の２第１０項」を「第４４条の２第９項」に改める。
別記第４号様式の２中その５をその６とし、その２からその４までをその３からその５ま
でとし、その１の次に次のように加える。

その２
徴収猶予通知書（移転価格課税）

納税者
所 在 地 申請年月日 年 月 日

名 称 決定年月日 年 月 日

事業年度又は
連結事業年度 納 期 限

法人道民税 事業税
小 計 該当条文

法人税割額 延滞金額 所得割額 付加価値割額 加算金額 延滞金額

発行 北 海 道
編集 総務部人事局

法 制 文 書 課
電話 ０１１－２０４－５０３５
FAX ０１１－２３２－１３８５
印刷 富士プリント�
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徴
収
猶
予
の
金
額

円 法律による金額
円

円 円 円 法律による金額
円

円 地方税法
第 条

道税条例
第 条

法律による金額
円

法律による金額
円

法律による金額
円

法律による金額
円

法律による金額
円

法律による金額
円

法律による金額
円

法律による金額
円

法律による金額
円

法律による金額
円

法律による金額
円

法律による金額
円

合 計 円及び上記の法律による金額

担 保

猶予期間 年 月 日から 道税条例第 条第 項に定める日までの期間

上記のとおり徴収猶予をしましたので通知します。（根拠法令－地方税法第 条、道税条例第 条）
年 月 日

（納税者の名称） 様
北海道 支庁長 �

注意 １ この処分について不服がある場合には、この通知書を受け取った日の翌日から起算して６０日以内に知事に審査請求をすることができます（審査請求を
する場合は、審査請求書を当該不服申立てに係る処分をした支庁長を経由して提出するようにしてください。）。
２ この処分について不服がある場合には、１の審査請求に対する裁決書を受け取った日の翌日から起算して６月以内に、北海道（訴訟において北海道を
代表する者は、北海道知事となります。）を被告として、札幌地方裁判所（又はこの処分を行った支庁長の所在地を管轄する地方裁判所）に処分の取消
しの訴えを提起することができます。ただし、裁決書を受け取った日の翌日から起算して６月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過
すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。
３ この処分については、１の審査請求の裁決を経た後でなければ、裁判所に処分の取消しの訴えを提起することができません（地方税法第１９条の１２）が、
次の各号のいずれかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起することができます。
� 審査請求があった日の翌日から起算して３月を経過しても裁決がないとき。
� 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。
� その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。

別記第４号様式の２に次のように加える。
その７

徴収猶予不承認通知書（移転価格課税）

納税者
所 在 地

名 称

事業年度又は
連結事業年度 納 期 限

法人道民税 事業税
小 計 摘 要

法人税割額 延滞金額 所得割額 付加価値割額 加算金額 延滞金額
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徴
収
猶
予
の
申
請
金
額

円 法律による金額
円

円 円 円 法律による金額
円

円

法律による金額
円

法律による金額
円

法律による金額
円

法律による金額
円

法律による金額
円

法律による金額
円

法律による金額
円

法律による金額
円

法律による金額
円

法律による金額
円

法律による金額
円

法律による金額
円

合 計 円及び上記の法律による金額

不承認
理 由

年 月 日申請のあった徴収猶予については、承認できませんので通知します。（根拠法令－地方税法第 条、道税条例第 条）
年 月 日

（納税者の名称） 様
北海道 支庁長 �

注意 １ この処分について不服がある場合には、この通知書を受け取った日の翌日から起算して６０日以内に知事に審査請求をすることができます（審査請求を
する場合は、審査請求書を当該不服申立てに係る処分をした支庁長を経由して提出するようにしてください。）。
２ この処分について不服がある場合には、１の審査請求に対する裁決書を受け取った日の翌日から起算して６月以内に、北海道（訴訟において北海道を
代表する者は、北海道知事となります。）を被告として、札幌地方裁判所（又はこの処分を行った支庁長の所在地を管轄する地方裁判所）に処分の取消
しの訴えを提起することができます。ただし、裁決書を受け取った日の翌日から起算して６月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過
すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。
３ この処分については、１の審査請求の裁決を経た後でなければ、裁判所に処分の取消しの訴えを提起することができません（地方税法第１９条の１２）が、
次の各号のいずれかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起することができます。
� 審査請求があった日の翌日から起算して３月を経過しても裁決がないとき。
� 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。
� その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。

別記第４号様式の４に次のように加える。
その３

徴収猶予取消通知書（移転価格課税）

納税者
所 在 地

名 称

事業年度又は
連結事業年度 納 期 限

法人道民税 事業税
小 計 摘 要

法人税割額 延滞金額 所得割額 付加価値割額 加算金額 延滞金額
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徴
収
猶
予
取
消
し
の
額

円 法律による金額
円

円 円 円 法律による金額
円

円

法律による金額
円

法律による金額
円

法律による金額
円

法律による金額
円

法律による金額
円

法律による金額
円

法律による金額
円

法律による金額
円

法律による金額
円

法律による金額
円

法律による金額
円

法律による金額
円

合 計 円及び上記の法律による金額

該当条文 道税条例第 条第 項 該当

取 消
理 由

上記のとおり徴収猶予を取り消しましたので通知します。
なお、上記金額を速やかに納めてください。納めないときは、滞納処分をすることになりますので注意してください。（根拠法令－地方税法第 条、道税条
例第 条）

年 月 日
（納税者の名称） 様

北海道 支庁長 �

注意 １ この処分について不服がある場合には、この通知書を受け取った日の翌日から起算して６０日以内に知事に審査請求をすることができます（審査請求を
する場合は、審査請求書を当該不服申立てに係る処分をした支庁長を経由して提出するようにしてください。）。
２ この処分について不服がある場合には、１の審査請求に対する裁決書を受け取った日の翌日から起算して６月以内に、北海道（訴訟において北海道を
代表する者は、北海道知事となります。）を被告として、札幌地方裁判所（又はこの処分を行った支庁長の所在地を管轄する地方裁判所）に処分の取消
しの訴えを提起することができます。ただし、裁決書を受け取った日の翌日から起算して６月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過
すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。
３ この処分については、１の審査請求の裁決を経た後でなければ、裁判所に処分の取消しの訴えを提起することができません（地方税法第１９条の１２）が、
次の各号のいずれかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起することができます。
� 審査請求があった日の翌日から起算して３月を経過しても裁決がないとき。
� 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。
� その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。

別記第４号様式の４の次に次の１様式を加える。
別記第４号様式の４の２（第１４条の３関係）

徴収猶予終了事由通知書（移転価格課税）

納 税 者
所 在 地

名 称

該 当 条 文 地方税法施行令 第 条第 項 該当

該 当 事 由 年 月 日付け との相互協議の終了

確 定 徴 収
猶 予 期 限 年 月 日

年 月 日に承認した徴収猶予については、上記事由に該当しました
ので通知します。

２４北 海 道 公 報 第����号平成２０年７月１１日（金曜日）



なお、これにより上記のとおり徴収猶予の期限が確定しましたので、当該期限まで
に徴収を猶予していた金額を納めてください。（根拠法令－地方税法第 条、道税条
例第 条）

年 月 日

（納税者の名称） 様

北海道 支庁長 �

注意１ この処分について不服がある場合には、この通知書を受け取った日の翌日か
ら起算して６０日以内に知事に審査請求をすることができます（審査請求をする
場合は、審査請求書を当該不服申立てに係る処分をした支庁長を経由して提出
するようにしてください。）。
２ この処分について不服がある場合には、１の審査請求に対する裁決書を受け
取った日の翌日から起算して６月以内に、北海道（訴訟において北海道を代表
する者は、北海道知事となります。）を被告として、札幌地方裁判所（又はこ
の処分を行った支庁長の所在地を管轄する地方裁判所）に処分の取消しの訴え
を提起することができます。ただし、裁決書を受け取った日の翌日から起算し
て６月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の
取消しの訴えを提起することができなくなります。
３ この処分については、１の審査請求の裁決を経た後でなければ、裁判所に処
分の取消しの訴えを提起することができません（地方税法第１９条の１２）が、次
の各号のいずれかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経ないで処分の
取消しの訴えを提起することができます。
� 審査請求があった日の翌日から起算して３月を経過しても裁決がないとき。
� 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊
急の必要があるとき。

� その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。

別記第４８号様式の２の２末尾欄外注意１�イの事項中「規定する法人」を「規定する特定
非営利活動法人」に改める。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

告 示

北海道告示第４６０号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、秩父別土地改良区から、
次のとおり役員の住所変更の届出があった。

平成２０年７月１１日
北海道知事 高 橋 はるみ

理 事 ・
監事の別

氏 名 住 所
�������������	������������

変 更 前 変 更 後

監 事 植 田 利 幸 雨竜郡秩父別町２０４８番地の２５ 雨竜郡秩父別町１５２５番地の２

北海道告示第４６１号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、平成２０年７月１日、南
るもい土地改良区の定款の変更を認可した。
平成２０年７月１１日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道告示第４６２号

次のとおり道営土地改良事業の工事を完了したので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５
号）第１１３条の２第３項の規定により公告する。
平成２０年７月１１日

北海道知事 高 橋 はるみ
地 区 名 事 業 の 種 類 完了年月日
西 南 経営体育成基盤整備（農業用用排水） 平成１９．１１．３０
同 同 （区画整理、暗きょ） 同 １８．１１．３０
同 同 （客土） 同 １８．６．２０
秩 西 同 （農業用用排水） 同 １９．１１．３０
同 同 （区画整理、暗きょ） 同 １９．１１．９
同 同 （客土） 同 １８．５．３０
多 度 志 東 同 （農業用用排水） 同 ２０．３．１９
同 同 （区画整理） 同 ２０．１．１０
同 同 （暗きょ） 同 １９．１１．３０
栄 同 （農業用用排水） 同 １８．１１．１７

同 同 （区画整理） 同 １９．１１．２９
同 同 （暗きょ） 同 １７．１２．１２
東長沼第２ 同 （農業用用排水、区画整理） 同 ２０．１．１０
同 同 （暗きょ） 同 １９．１１．１２
同 同 （農道） 同 １９．８．３０
総 進 同 （農業用用排水、区画整理） 同 ２０．３．１９
同 同 （暗きょ） 同 １９．３．２０

北 海 道 公 報 第����号 ２５平成２０年７月１１日（金曜日）



旭 大 第 ２ 経営体育成基盤整備（農業用用排水、区画整理） 平成１９．１１．３０
同 同 （暗きょ） 同 １８．１．３０
一 已 南 同 （農業用用排水） 同 １８．１２．２０
同 同 （区画整理） 同 １９．１２．５
同 同 （暗きょ） 同 １７．５．３０
日 進 同 （農業用用排水） 同 １８．１２．２２
同 同 （区画整理、暗きょ） 同 １９．１１．３０
舞 鶴 農村振興総合整備（農業用用排水） 同 １８．６．３０
同 同 （農道） 同 １９．７．３０
同 同 （ほ場整備） 同 １９．１０．３０
森 雨 煙 別 地域水田農業支援排水対策特別（農業用用排水） 同 １９．１２．７
南学田幹線 かんがい排水［国営附帯］ 同 １９．４．２７
峰 延 東 ため池等整備［一般型］ 同 １９．１１．３０
知 来 乙 中山間地域総合整備（農業用用排水、ほ場整備） 同 １９．１２．１０
同 同 （暗きょ） 同 １８．１．１０

北海道告示第４６３号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定により、次のように保安林を指
定する。
平成２０年７月１１日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 保安林の所在場所 礼文郡礼文町大字香深村字ヘウケトンナイ５６０の２（次の図に

示す部分に限る。）
２ 指 定 の 目 的 土砂の崩壊の防備
３ 指 定 施 業 要 件
� 立木の伐採の方法
ア 主伐は、択伐による。
イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町
村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道宗谷支庁産
業振興部林務課及び礼文町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第４６４号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第２項の規定により、次のように保安林を指
定する。
平成２０年７月１１日

北海道知事 高 橋 はるみ
１� 保安林の所在場所 宗谷郡猿払村鬼志別東町２７９の１、２７９の２
� 指 定 の 目 的 風害の防備
� 指 定 施 業 要 件
ア 立木の伐採の方法
� 主伐に係る伐採種は、定めない。
� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。

２� 保安林の所在場所 紋別郡雄武町字沢木１００９の１・１１４０の１（以上２筆について
次の図に示す部分に限る。）、１１４１、１１４２

� 指 定 の 目 的 風害の防備
� 指 定 施 業 要 件
ア 立木の伐採の方法
� 主伐に係る伐採種は、定めない。
� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。

３� 保安林の所在場所 紋別郡雄武町字北幌内８２７の３１・８２７の３４・８４１の７（以上３
筆について次の図に示す部分に限る。）、７１の１、８２７の２９

� 指 定 の 目 的 風害の防備
� 指 定 施 業 要 件
ア 立木の伐採の方法
� 主伐に係る伐採種は、定めない。
� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を関係支庁産業振興
部林務課及び関係町村役場に備え置いて縦覧に供する。）
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北海道告示第４６５号

農林水産大臣から、次のように保安林を指定する予定である旨、森林法（昭和２６年法律第
２４９号）第２９条の規定による通知があった。

平成２０年７月１１日
北海道知事 高 橋 はるみ

１� 保安林予定森林の所在場所 石狩市厚田区厚田３３２地先・３８７地先（以上２筆地先国
有林。次の図に示す部分に限る。）

� 指 定 の 目 的 土砂の流出の防備
� 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 主伐は、択伐による。
� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。

２� 保安林予定森林の所在場所 石狩市浜益区千代志別７２１の１地先（国有林。次の図
に示す部分に限る。）

� 指 定 の 目 的 土砂の流出の防備
� 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 主伐は、択伐による。
� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。

３� 保安林予定森林の所在場所 礼文郡礼文町大字香深村字ヘウケトンナイ２０５地先
（国有林。次の図に示す部分に限る。）

� 指 定 の 目 的 土砂の崩壊の防備
� 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 主伐は、択伐による。
� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。

４� 保安林予定森林の所在場所 礼文郡礼文町大字船泊村字ベシトカリ６４の５地先（国
有林。次の図に示す部分に限る。）

� 指 定 の 目 的 なだれの危険の防止
� 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 主伐は、択伐による。
� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道水産林務部
林務局治山課並びに石狩市役所及び礼文町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第４６６号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の２の規定により、次のように保安林の指定施業
要件を変更する予定である。
平成２０年７月１１日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 指定施業要件変更予定保安林
の所在場所

名寄市（次の図に示す部分に限る。）

２ 保安林として指定された目的 干害の防備
３ 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
� 立 木 の 伐 採 の 方 法
ア 主伐は、択伐による。
イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町
村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道上川支庁産
業振興部林務課及び名寄市役所に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第４６７号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の２の規定により、次のように保安林の指定施業
要件を変更する。
平成２０年７月１１日
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北海道知事 高 橋 はるみ
１ 指定施業要件の変更に係る保
安林の所在場所

宗谷郡猿払村（次の図に示す部分に限る。）

２ 保安林として指定された目的 水源のかん養
３ 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
� 立 木 の 伐 採 の 方 法
ア 次の森林については、主伐は、択伐による。
猿払村（次の図に示す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町
村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道宗谷支庁産
業振興部林務課及び猿払村役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第４６８号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により、次の道路の供用を開始する。
その関係図面は、北海道建設部土木局道路課及び北海道室蘭土木現業所に備え置いて、告
示の日から２週間、一般の縦覧に供する。
平成２０年７月１１日

北海道知事 高 橋 はるみ
路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の期日
道道 倶多楽湖公園線 登別市登別温泉町６６番１地先から

登別市登別温泉町２６２番地先まで
平成２０．７．１１

支 庁 告 示

北海道石狩支庁告示第１０号

貸金業法（昭和５８年法律第３２号）第２４条の６の５第１項の規定により、次の貸金業者の登
録を取り消したので、同法第２４条の６の８の規定により公告する。
平成２０年７月１１日

北海道石狩支庁長 富 樫 秀 文
１ 住 所 札幌市北区北２６条西５丁目２番１４－４０５号
２ 名 称 コラボ

３ 氏 名 川眞田 寛 司
４ 登 録 番 号 北海道知事�石第０２９６９号
５ 登録取消年月日 平成２０年７月４日

北海道石狩支庁告示第１１号

次の貸金業者の所在及び営業所の所在地を確知できないので、貸金業法（昭和５８年法律第
３２号）第２４条の６の６第１項第１号の規定により公告する。
なお、公告の日から３０日を経過しても申出がないときは、同項の規定により当該貸金業者
の登録を取り消すことがある。
平成２０年７月１１日

北海道石狩支庁長 富 樫 秀 文
１ 住 所 札幌市東区伏古１０条１丁目８－７ 黒川ハイツ１０１号
２ 商 号 又 は 名 称 アサヒ信販
３ 氏 名 阿 部 賢一郎
４ 登 録 番 号 北海道知事�石第０２９８８号
５ 主たる営業所の所在地 札幌市中央区南１条西８丁目９－２ ＢＢ１・８ビル３Ｆ西

側

北海道上川支庁告示第７４号

次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
平成２０年７月１１日

北海道上川支庁長 坂 口 収
１ 落札に係る物品等の名称及び数量
自動車の賃貸借（ステーションワゴン型乗用車） １６台分一式（１か月当たりの単価）

２ 落札を決定した日
平成２０年５月７日

３ 落札者の氏名及び住所
� 氏 名 ニッポンレンタカー北海道株式会社
� 住 所 札幌市豊平区豊平４条８丁目２番７号
４ 落札金額
５８８，０００円

５ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

６ 一般競争入札の公告
平成２０年３月２５日付け北海道上川支庁告示第５３号
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７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
� 名 称 北海道上川支庁産業振興部調整課
� 所在地 旭川市永山６条１９丁目１番１号

北海道胆振支庁告示第６８号

次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
平成２０年７月１１日

北海道胆振支庁長 大 杉 定 通
１ 落札に係る物品等の名称及び数量
大判デジタル複写機等の賃貸借 １台 １月当たりの単価及び１カウント当たりの単価

２ 落札を決定した日
平成２０年７月３日

３ 落札者の氏名及び住所
� 氏 名 有限会社ファーマシーでぐち
� 住 所 日高郡新ひだか町三石本町１６８番地
４ 落札金額
基本料金 １９，９８０円
複写料金 １，０００カウントまで １カウント当たり ７．９０円

１，００１カウント以上 １カウント当たり ６．３０円
５ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

６ 一般競争入札の公告
平成２０年５月２３日付け北海道胆振支庁告示第６２号

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
� 名 称 北海道室蘭土木現業所企画総務部総務課
� 所在地 室蘭市幸町９番１１号

道教育庁実習船管理局告示

北海道教育庁実習船管理局告示第３号

次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
平成２０年７月１１日

北海道教育庁実習船管理局長 山 谷 信 一
１ 落札に係る特定役務の名称及び数量
実習船若竹丸第二種中間検査工事 一式

２ 落札を決定した日
平成２０年６月１８日

３ 落札者の氏名及び住所
� 氏 名 函東工業株式会社
� 住 所 函館市浅野町３番１１号
４ 落札金額
５５，４４０，０００円

５ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

６ 一般競争入札の公告
平成２０年５月２日付け北海道教育庁実習船管理局告示第２号

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
� 名 称 北海道教育庁実習船管理局
� 所在地 函館市美原４丁目６番１６号

北海道教育庁実習船管理局告示第４号

次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
平成２０年７月１１日

北海道教育庁実習船管理局長 山 谷 信 一
１ 落札に係る特定役務の名称及び数量
実習船北鳳丸第二種及び第三種中間検査工事 一式

２ 落札を決定した日
平成２０年６月１８日

３ 落札者の氏名及び住所
� 氏 名 函東工業株式会社
� 住 所 函館市浅野町３番１１号
４ 落札金額
５７，３３０，０００円

５ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

６ 一般競争入札の公告
平成２０年５月２日付け北海道教育庁実習船管理局告示第２号

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
� 名 称 北海道教育庁実習船管理局
� 所在地 函館市美原４丁目６番１６号
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毎 週 火 ・ 金 曜 日 発 行 （購読料金（送料とも）は月額３，０９０円） 発 行 北 海 道
編 集 総務部人事局法制文書課
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